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中国経済管見 
 




筆者が中国を訪れたのは今回の 2010 年夏季実態調査を含めて 4 回である。北京が 2 回、広東















































るが、1 億数千万トンのキャパシティと生産を経験した後、日本の鉄鋼は国内需要 6－7 千万ト
ン、輸出 3－4 千万トン、合計 1 億―1 億 1 千万トンの線で落ち着いている。この計数は成長期
を終了して巡航速度に入った経済の標準的な生産と消費のパターンを示していると見ても大き
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素材産業で高成長期、建設ラッシュ期の特徴をよく表しているのはセメントであろう。日本
では成長期の内需(セメントは価格と比較して重量物なので一般的には輸出商品ではない)は鉄
鋼とほぼ同量であったが、現在では約 3 千万トン台、一人当たり 350 キロの生産と消費に縮小




ある。日本はピークで約 2 億 5 千万トンの原油を輸入したが、エネルギー・素材多消費型経済
を脱し、また原油価格の高騰に対抗して世界一の省エネ国となって大幅に原油輸入量は減少し
た。最近の計数をみると 2008 年に 1 億 6 千万キロリットル、2009 年に 7 千 5 百万キロリット
ルと変動が激しいが、大凡 1 億キロリットル、1 人当たり 1 キロリットルの輸入=石油製品生産・
消費量で落ち着くと見てもよいであろう。これに対して中国は仮に日本並みのエネルギー効率
(数年前までは日本の 5 倍という非効率国であった)を達成したとしても 1 人当たり 1 キロリッ
トルを消費すれば 13 億キロリットルの消費量となる。現在中国の原油生産量は 2 億キロリット


























ば、2 千年の時点で中国の紙消費量は僅か 25 キログラムに過ぎない。現在倍増していると言っ
ても 50 キログラム台である。2 千年の日本の消費量は 250 キロ、アメリカに至っては 5 百キロ























































さて 2010 年の中国の貿易状況は、輸入が 1 兆 3948 億ドル、輸出が 1 兆 5779 億ドルで貿易収
－ 44 － 
支は 1831 億ドルの黒字であった。そして外貨準備すなわち政府の外貨保有高は 2 兆 8473 億ド
ルである。問題は、現在の 1 兆 4 千億ドルよりも倍増、事によると 3 倍増するかもしれない年々





明らかである。また 1950 年代以降 1965 年に貿易収支の均衡を獲得するまで、日本経済は幾度
と無く財政支出の削減・支出の先送り、金融引き締めにより国内総需要を縮小して輸入を減ら
し、輸出にドライブをかけた。人為的に不況を作り出したのであった。当時この景気抑制政策
を実行する名目は「景気の過熱」であった。しかし当時産業と景気の調査に携わっていた筆者
には、景気は過熱しているとは思えなかった。日本経済の成長力が輸出競争力の増大と衝突し、
成長が輸出の増加を数年に一度追い越すだけのことと理解された。 
この日本経済の過去を振り返れば、中国経済も仮に輸出の継続的な、そして大幅な増大が無
ければ、数年に一度は成長の政策的な抑制を実行せざるを得ないことになることが理解される
であろう。中国にとっては諸物資の一人当たり消費量は現在の先進国の水準に到達することは
不可能になる。一方在来の先進国も国際物価の大幅な高騰により素原材料輸入の削減、一人当
たり消費量の削減政策を実行せざるを得なくなる。 
さてそれでは中国の輸出の将来を規定する条件は具体的には何であろうか。第一は賃金の上
昇である。先にも述べたように中国が世界の工場たり得ているのは何よりも低賃金による超低
コストのお蔭である。中国の成長は国内市場の飛躍的拡大と同時に、国際競争力の低下を齎す
ことは間違いの無いところである。しかも一人っ子政策の結果高齢化の進行、労働力人口の減
少と言うマイナス要因もある。既に生産拠点の中国から東南アジア諸国やインドへの移転が始
まっている。この趨勢を逆転させる為には品質の向上、生産性の上昇によるコストの低下によっ
て輸出競争力の回復を図るより他はないがそれは容易ではないであろう。輸出を輸入の増大と
同一ないしそれ以上のテンポで増加させるのは困難であろう。とすれば中国経済は周期的に一
定時点に至るや急ブレーキが踏まれることになろう。世界経済は中国の成長によって大きな恩
恵を受けると同時に、周期的に中国から不況圧力を受けることになる。しかも中国経済の大き
さから言って、その振幅はきわめて大きいものになるのではないであろうか。各国の経済運営
に当たってはこれに対する十分な用意が必要であろう。 
